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は　　じ　め　に
　マクロ経済学にぱ，大別すると，r古典派」と「ケイ1■ズ派」の2つの異な
る理論体系が存在する。周釦のとおり，マクロ経済学は，Ke抑es〔1936〕が
それまでの古典派理論を特殊な場合にLか当てはまらない非現実的なものと位・
置づげ，『一般理論』を薯したことに端を発する。それ以来，古典派とケイソ
ズ派の聞では，経済理論の妥当性や政策の効果をめぐり，さまざまの論争が展
開されてきた。しかしながら，時代によって，論争の内容や形態に変化はあっ
たにせよ，両派の核と次る考え方は変わらず，今日に至っているように思われ・
る。したがって，古典派とケインズ派のマクロ経済理論の基本的性格を正しく
把握することは，現代のマクロ経済学の動向を理解するうえで不可欠なことと
言えよう。
　まず本稿においては，古輿派のマクロ経済理論について考察する。こζで，
古典派とは，学説史上の古輿派経済学に隈定されるのではなく，『一般理論』
の中の用語法にしたがい，ケインズ以前の古輿派および新古輿派経済学を意味・
するのである。ゆえに，その流れをくむマネタリズムや新しい古奥派マクロ経．
済学も，広義にはこれに属すると見てよい。
　もちろん，一口に古輿派と言っても，きわめて範囲が広く，また人によって
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見解の椙違があるため，統一的な理論モデルが確定しているわげではない。げ
れども，ケインズの意味で古輿派という場合，そこには共通の特徴点が見いだ
せる。
　1つは，市場のr価格メカニズム」に対する高い信頼である。競争的な市場
経済のもとでは，家計や企業はそれぞれ自己の利益を求めて独立に行動する。
しかし，賃金や物価が伸縮的に変化し，価格調整機能が適切に働く結果，市場
全体の需要と供給は一致することになる。このように，市場経済においては需
給の均衡がいずれ達成され，そこで経済諸変数の値は決まると考えられるので
ある。もう1つ，r貨幣ヴェール観」を挙げることができる。つまり，貨幣は
商晶の敢引を容易にするための手段にすぎず，経済の実物面を覆うヴェールの
ようなものであ私貨幣数量は単に物価や賃金の名目水準を決める役割を果た
すだけで・生産・雇用・投資・貯蓄・利子率などの実物変数は経済の実物部門
において決定され，貨幣の影響はなんら受げないとみなされるのである。
　本稿では・以上のような古典派の特徴を組み込んだマクロ経済モデルを構築
し，それにもとづき古典派理論の含意を明らかにする。
　はじめに，第1節において，企業の生産関数について説明する。また，企業
の最適化行動より，労働需要関数と投資需要関数を導く。つぎの第2節では，
家計の最適化行動より，労働傑給関数，消費需要関数ならびに貯蓄傑給関数を
導出する。そLて，第3節で，古典派の貨幣理論である貨幣数量説を取り上げ，
貨幣市場の均衡条件について述べる。
　こうして求められた経済的諾関係に政府の活動を含め，第4節において，古
典派的なマクロ経済モデルの構築を試みる。同時に，古典派そデルの特徴を指
摘する。続いて，第5節では，古輿派そデルから，金融政策と財政政策の効果
について・いかなる結論が引き出ぜるかを分析す糺さらに，第6節において
は・期待や資本ストックの変動は経済にどんな影響を及ぼすかを検討する。
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1　企業の行動
　はじめに，経済の企業都門について考察Lよう。そこでは，さまざまな生産
要素を使用して商品が生産され飢また，将来の生産能カを高めるため投資が
行われる。
　いま，経済には多数の完全競争的な企業が存在しており，それぞれの企業が
伺じ生産技術のもとで，同種の1つの財だけを生産するものと考え孔この場
合，企業部門全体の行動は，MarshaIl［1920コのいう「代表的企業」によっ
て描写できる。したがって，以下の議論では，もっぱら代表的企業の行動に焦
点を合わせ，それをもって企業部門全体の結論とする。ω
　さて，企業の産出する財の生産量は，労働と資本の2つの生産要素の投入量
に依存するものとすれぱ，r生産関数」は
　（1）　γ＝F（W，K）
によって表される。γは財の生産量，wは労働雇用量，Kは資本ストッ＞の
投入量を示す。なお，生産関数は以下の性質をもつものとする。
　（2）　　1アπ，17亙＞0，　17亙〃，17灰亙＜O，　1ア亙K己1アxw＞O
ここで，1次偏導関数が正であることは，労働の限界生産物（∂ガ／∂w二＾）
および資本の隈界生産物（∂珂∂K＝ガK）が正であることを意味する。つぎに，
2次偏導関数（∂岬／∂w』F〃，∂2F／∂K2＝F雌）が負であることは，労働
と資本の隈界生産物はおのおの逓滅することが意味される。言い換えると，労
働投入たらびに資本投入に関してr収穫逓滅の法則」が働くものと仮定する。
さらに，労働と資本は生産遇程において補完関係にあり，一方の投入量が増加
すれぱ他方の限界生産物は高まるものと考える。これが交差偏導関数（∂汐／
〈1）本節および次節の扱い方については，特に，Sargent［1979コの第1章，Fe1dere｝
　and　Homb岨g［1987］の第W章を参考にLた。
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第1図　生産関数
∂K∂w二Fπ，∂恢／∂w∂K＝F〃）を正と仮定した理由である。加えて，労
働と資本の投入が行われないときには生産量はゼロであるとすれぱ，新古典派
的な生産関数は，3次元の図を使うと第1図のように撞け飢
　ところで，本稿のそデルでは，財は1種類しかないと想定しているので，資
本財は企業の生産する財と物理的に同じものである。つまり，当面の財は消費
のためだげではなく，投資のためにも需要され，この投資を通じて蓄積された
部分が資本財のストックに当たるわげである。
　代表的企業の行動目標は，各期においてその利潤を最大にすることにあると
Lよう。いま考えている状況では，企業の利潤∬は簡単に，生産した財の販
売による総収入から，生産遇程への投入に要する労働費用と資本費用を差し引
いた値として求められるので，
　（3）　π二PF（N，K）一㎜V一〃〕K
と定義される。ここで，Pは財の価格，豚は貨幣（名目）賃金率である。さら
に，7は期待実質利子率で，名目利子率｛から期待物価上昇率π召を差し引い
た値に等しい。つまり，プ＝6一冗侶の関係があるものとする。もし資本財の減価
償却は無視しうる程度のものであれぱ，”は資本1単位当たりのレソタル費
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用ないLは使用老費用と解釈できるのである。
　財市場および労働市場，資本市場はすべて完全競争の状態にあるとすれぱ，
企業はプライス・テイカーとLて行動しながら利潤の最犬化を図る。すなわち∴
財の価格P，賃金率w，利子率7はそれぞれの市場の需給関係によって決め
られる与件とみなLたうえで，最大の利潤が得られるように労働雇用量Wと
資本ストックの投入量K（したがって，財の生産量γ）を調整するのである。
（3）式より，利潤最大化の1階条件は
　　　　∂〃　（4）一＝〃w（W，K）一W＝0　　　　∂1v
　　　　∂π　（5）一三〃亙（W，K）一〃＝0　　　　∂K
のようになる。なお，利潤最犬化の2階条件はPFww（W，K）く0，1〕f∬（〃，
X）＜0であり，それは生産関数についての仮定（2）によって満たされること
がわかる。
（・）労働需要
　まず，利潤最大化条件の最初の式（4）から，企業の労働需要関数を引き出す
ことができる。そのため，企業が利潤最大化の観点から雇用Lたいと欲する労
働需要量（望ましい労働雇用量）炉を，実際に生産遇程に投入される労働雇
用量Wと厳密に区別しておこう。｛2〕すると，（4）式は
　　　　　　　　　　　w　（6）心（W刀，K）＝一　　　　　　　　　　　P
というように書くことが可能になる。これより，資本ストックKを一定とし
た場合，企業は労働の隈界生産物＾が実質賃金率w／Pと等しくなるよう
に，労働需要量炉を決めることが示唆される。もし労働の隈界生産物が実
（2）労働傑給量をW8で示すと，W8≧W迎たらばW＝W刀である。しかし，州＜Wη
　のときには！V＝WBに校る。
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質賃金率を上回るのであれぱ（”＞W／P），労働の投入を増やすことから生
じる実質坂入の増分は実質費用の増分よりも大きい。ゆえに，利潤を増加させ
るため・労働雇用をなお高めようとする。反対の状況（ルくW／P）では，労
働の遣カロ投入から生じる実質収入の増分は実質費用の増分を下回るので，利潤
の減少が起こる。したがって，労働雇用を縮小させるのが企業にとって有利な
選択となる。このような調整を経て，結局，労働の需要量は隈界生産物が実質
賃金率に一致する水準（＾＝wP）に決定されるのである。
　以上のように解釈すれぱ，（6）式は実質賃金率W／Pと労働需要量仰の
閻の関係を表す「労働需要関数」と見ることが可能である。あるいは，それを
明示的に，
（・）’〃刀一〃1（号・・）
と書き表すこともできよう。そして，労働の隈界生産物逓減の現象を仮定して
いるので（＾〃〈0），実質賃金率が下がると，労働の隈界生産物がその水準に
低下するまで労働需要量を増カロさせることが，企業の利潤最大化にかなう行動
と言え乱逆に・実質賃金率が上がると，企業は労働需要量を減少させる。L
たがって，労働需要量は実質賃金率の滅少関数である。この点は（6）式の全徴
分形＾w6仰十F〃6K＝6（w／」P）において，6K＝oと置けぱ，
　　　6W刀　　　　1　　　　　　　二　　　＜0　　6（W／1〕）　　Fπw
になることから確認できる。それゆえ，実質賃金率と労働需要量の関係を示す
労働需要曲線は，第2図の刀〃曲線のように右下がりの形状をとる。
　さらに，資本ストックの投入量が増加する場合には，労働の隈界生産物が高
まると仮定されているので（＾亙＞O），企業の労働需要は増加することに肢
る。これは（6）式の全徴分形において，6（π／P）＝0と置げぱ，
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第2図　労’働需要曲線
　　4〃刀　　　F〃亙　　　　　＝　　　　＞0　　6K　　　ガ舳
が得られるから，労働需要量は資本ストックの増加関数であることがわかる。
それゆえ，資本ス十ツクの投入量が増えると，労働需要曲線はDwから1）〆
のように右方ヘシフトする。
（b）投資需要
　つぎに，利潤最大化条件の2番目の式（5）から，新古輿派的な投資需要関数
を導き出すことができる。｛副そのため，企業が利潤最犬化の観点から望ましい
とする最適資本ストックX＊を，現実に保有Lて生産過程に利用する資本スト
ヅクKと区分しよう。すると，（5）式は
　（7）＆（W，K＊）ニグ
と表現することが可能になる日これは，労働雇用量1Vを一定とした場合，企
業は資本の隈界生産物ルが実質使用者費用7と等Lくなる水準に，望まL
い資本ストヅク亙＊を定めることを意味している。もし資本の限界生産物が
実質使用着費用よりも高けれぱ（ル＞γ），企業はなお資本ストックを拡大L
（3）新古輿派的恋投資理論については，例えぽ，Jorgenson［ユ963・ユ967コ・B班τo［ユ984ユ
　の欝10章，Domb口sch㎜d　Fischer［1987］の第9章を参照。
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て利潤の増カロを図る。逆の状況であれぱ（FK＜7），資本ストックを減少させ
ることが利潤最大化の目的に即した行動となる。結局，資本の隈界生産物カミ実
賀使用者費用と一致するところが（F亙＝7），企業にとって望まLい資本スト
ックの水準と言えるのである。
　このように考えると，（7）式は望重Lい資本ストックK＊の決定式とみな
すことができ，それは
　（8）　亙＊二五＊（れjV）
と書き換えられる。なお，資本の限界生産物逓減が仮定されているから
（Fπく0），資本の実質使用着費用つまり期待実質利子率7が下落すると，資
本の限界生産物がその水準に低下するところまで，望ましい資本ストックは増
加する。ゆえに，∂K＊／∂γ〈0が成り立つ。また，労働雇用量が増えると，資
本の隈界生産物は高まるとされているので（F獅〉0），望ましい資本ストック
ーは増加する。したがって，∂K＊／∂W＞0である。まとめると，望ましい資本ス
トックK＊は，実質利子率7の減少関数，労働雇用量wの増加関数という性
賀をもつ。｛4〕
　さらに，企業は望ましい資本ストックの水準を実現するため，それと実際の
資本ストックとのギャップを埋めるように資本財を需要する，換言すれぱ，
投資を行うものと考える。ここでは，ごく簡単に，企業の投資1により，望ま
Lい資本ストックK＊と実際の資本ストックKとのギャップは，その期の終
わりにちょうど解消されるものと仮定する。
　そうすると，企業の投資ぱ
＜4）　この点は容易に確かめることができる。すたわち，（7）式を全徴分すると，
　　　ア亙亙”V＋F亙K6K＊＝〃
　　が袴ら机るので，順次，6W＝0，〃二0と置けぱ，上弐より
　　　　狐㌧1＜q狐＊＝＿F亙・＞0
　　　　6γ　　F亙亙　　　　6w　　　　万灰亙
　　になることがわかるo
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第3図　投資需要曲線
　　1’＝K＊一K
で与えられるから，「投資需要関数」は（8）式の関係を考慮に入れると，
　（9）　1＝1（γ，W，K）　　五＜0，1w＞O，1Kく0
のように示せる。既述のとおり，実質利子率の下落，あるいは労働雇用量の増
加は望まLい資本ストックを上昇させるので，投資は増加することになる。L
たがって，∂∫／∂γ＝ムくO，∂η∂W二∫亙＞0が成立する。また，実際の資本スト
ックの増加は，望ましい資本ストヅクとのギャヅブを縮小させるから，投資は
減少する。つまり，∂η∂K＝1且く0が成り立つ。
　したがって，上記の投資需要関数を，縦輸こ実質利子率グ，横軸に投資1を
濁った平面上に図示すると，第3図の右下がりの曲線1oのように描げる。そ
して，労働雇用量wの増加，およ一び資本ストックKの減少は投資需要曲線を
■oからムヘと右方にシフトさせることになる。
　ところで，経済分析上，資本の敢り扱い方は重要なポイソトの1つに挙げら
れるが，本樹こおいては，今期の投資により新たに入手した資本財が，実際，
生産遇程に利用されるのぱ次期以降であるとする。それゆえ，今期の生産量は
企業が前期末（ないしは，今期首）に傑有する資本ストックの水準に依存し，
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今期の投資によって増加した資本ストック都分は，次期になってはじめて生産
に貢献するものとみなす。つまり，投資は短期的には，財に対する需要創出効
果のみをもち，生産能力拡大効果はないものとLて扱うことにす孔
2　家計の行動
　今度は，経済の家計都門に目を転じよう。前節の企業部門の場合と同様に，
家計部門全体の行動は「代表的家計」によって掩写しうるので，以下では，こ
の代表的家計の効用最大化行動に焦点を合わせて考察を進めることにする。
　家計は自ら保有する生産要素を，企業の生産活動のために供給して所得を受
げ敢る。また，その新得を消費活動に必要な商品の購入に支出Lたり，貯蓄に
充てたりす乱このような家計による生産要素供給と消費・貯蓄の選択は，本
来，相互に関違し合っており，同時に決定されるべき性質のものであろう。し
かし，ここでは，分析を簡明にするため（それに，家計行動についての古典派
的た関係を導くため），通常のミクロ経済学の扱い方にしたがい，生産要素の
供給と消費・貯蓄の選択の問題を別々に取り上げることにする。倒
（・）労働供給
　まず，生産要素供給の問題を取り上げる。とりわげ，一般の家計にとって最
も重要な要素と思われる労働の供給について検討する。家計は企業に労働を提
供すれぱ，その報酬として賃金が手に入乱反面，働か肢いですむ時問は，自
己の余暇活動に使うことができる。Lたがって，家計は賃金所得を稼得するた
めにどれだけの労働量を傑給し，他方，どれだげの時聞を自分の余暇のために
残しておくべきか，という最適化間題に直面するのである。
　いま，家計の効用は実質所得γと余暇時聞Lに依存L，効用関数は
（5）本節の考察については，Lay町d　and　Wa1te正s［1978］の第11・12章，Henderson
　盆nd　Q蝸口dt［1980コの第2・12章，嶋村［ユ983コの第3章，荒［ユ985コの第3部，
　Felde爬r　a口d　H0㎜burg［1987コの第W章などを参照。
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　（10）　σ＝σ（巧工）　　σr，σエ＞0，σ汀，びエェくO，σrム＝σ〃≧O
のように表されるものとする。ここでは，新古典派の基数的効用理論にLたが
い；効用の可測性が前提とされている。そして，所得と余暇の隈界効用（∂σ／
泌＝σr，∂σノ∂工＝σエ）はともに正であるが，「限界効用逓減の法則」が見
いだされ，2次偏導関数（∂聖びノ∂γ2＝σ〃，∂2σ／∂工2弓σエェ）は負になるもの
とする。加えて，所得と余畷は家計の効用面で独立であるか補完関係にあると
考え，交差偏導関数（σH＝σ〃）は非負とする。
　ところで，労働供給時問を炉，実質賃金率を豚／Pで示すと，実質値で表
した家計の賃金所得は（岬Pwsである。また，家計の非賃金所得（実質
値）をまとめてλで表せば，家計の実質所得ぼ
　ζ11）γ＝』L柳十λ
　　　　　　　P
によって与えられる。ただし，完全競争的な労働市場のもとでは，個々の家計
はプライス・テイカーとして行動するので，実質賃傘率w／Pは一走とみなき
れる。それから，簡単化のため，非賃金所得Aは定数とLて扱う。1副
　さらに，家計にとって利用可能な時問数には隈りがあり，家計はこの限られ
た時閻を，労働供給と余暇活動に振り分げているのである。つ童り，時間面の
制約条件が存在し，家計が使える最大の時間数を∬で表すと，それは∬＝
仰十工のように示せる。これより，余暇時間は一定の総時間数から労働供給
時聞を差L引いた値，すなわち
　（12）　　1二＝17＿1Vs
と規定される。
　以上の（11）式と（12）式を（10）式に代入すると，
（6）経済の所得はすべて家計に分配されるものとすれば，非賃金所得は資本所得や利濁
　（配当）を含む。そして，これらば利子率の水準に俵存するので・より一般的に考え
　ると，家計による労働僕給の決定は賃金率のみ改らず，利子率の影響も受げるのであ
　るo
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（・・）σ一σ（号糾λ・亙一州）
が得られるので，結局，家計の聞題は（13）式の効用を最大にするような労働供
給時間〃蝪を決定することに帰着する。そのため，（13）式をがで徴分して
ゼ回と置くことにより，
（14）σア且一σ工あるいは五＝且
　　　　　jp　　　　　　　　σr　P
という関係カミ求められる。在お，効用最大化の2階条件は
（÷）2σ1アー・号σ11・σ11・・
であるが，これは効用関数（10）についての仮定によって満たされることがわか
る。
　それゆえ，（14）式から，家計は労働供給の限界勧用σr（π／P）が余暇活動
の限界劾用σzと等Lくなるように，労働供給時聞柳を決めることがわか
る。あるいは，所得の余暇に対する主観的な交換比率つまり限界代替率σエ／
σrが，両者の市場におげる交換比率つまり実質賃金率π／Pと一致する水
準に労働供給を定める，と言うことができる。このように解すると，（14）式は
実質賃金率π／Pと労働供給量仰の問の関係を表すr労働供給関数」とみ
たすことが可能である。Lたがって，それば明示的に，
（・・）〃1－W（号・λ）
と書き換えられよう。
　さて，上記の労働供給関数がどのような性質をもつかを見るため，（14）式を
全徴分Lて∂亙＝Oと置けぱ，
（・・）［（号）2σ1卜・伊11・肌11榊
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一［咋・1一号叶晦1什）・（晦1＋σ・・）〃
という関係を得る。これより，∂λ＝0とすれぱ，
　　　〃、　wヤr号σ・・）一σア
∂（W／p） （号）2σ1l一・号σ・1・σ11
が求められる。ここで，分母は効用最大化の2階条件から負である。しかし，
分子の符号は一般に確定しないので，労働供給は実質賃金率の上昇につれて潜
加することも減少することもありうる。ただし，以下では，分子は負であるも
のと仮定Lて，労働供給量は実質金率の増加関数6柳μ（W／P）＞0とする。
言い方を換えれぱ，実質賃金率の上昇に伴う正の代替効果が負の所得効果を上
回り，労働供給量は増大する結果になる状況を考察の対象とする。この場合，
労働供給曲線は第4図の右上がりの曲線∫〃のように描かれる。
　また，（16）式において，∂（W／P）二0と置げば，
　　　　　　　　　　　　π　　　　　　　　　σn一一σrア　　6w∫　　　　　　　　　p　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　〈0　　”（÷）2σ昨・号σ兀帆
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が得られる。ゆえに，非賃金所得が増加する場合，家計は労働供給量を減少さ
・せることが知られる。このとき，労働供給曲線は∫wからs〃’へと左方にシ
フトすることになる。
〈b）消費需要と貯蓄供給
　それでは，つぎに，家計による消費・貯蓄の選択の間題に移ろう。以下では，
この間題を2期間にわたる消費・貯蓄の異時点間配分の観点から分析すること
にする。例
　いま，家計が財の消費から得る効用水準は，現在（今期）の実質消費Cと
一将来（次期）の実質消費Cに依存し，その効用関数は
　（17）　　ひ＝乙「（C，C）　　　　σo，こ16＞0，　乙rσo，乙r∂∂＜O，　乙ro∂＝乙「δo≧0
のように表されるものとする。ここでも，消費の隈界効用（∂σ／∂C＝σo，
∂σノ∂c＝腕）は正であるが，2次偏導関数（∂韮σ／∂C2＝σ㏄，∂2σ／∂C2＝晩δ）
は負であって，「隈界効用逓減の法則」が働くものと仮定する。また，現在消
費と将来消費は独立か補完関係にあると考え，交差偏導関数（σoδ＝σ∂o）は非
負とみなす。
　家計は（17）式の効用を最大にするような現在消費Cと将来消費Cの組み合わ
せを選ぶのであるが，当然，かかる消費決定は予算面の制約のもとで行われ
る。簡単化のため，家計の現在所得と将来所得はそれぞれγとγの水準に
確定Lているものとする。帽〕また，完全競争的な資本市場におげる実質利子率
ぱγで示されるものとすれぱ，2期間の所得の現在価値は，γ＝γ十γ／（1＋7）
になる。したカミって，家計は2期間の消費の現在価値C＋Cノ（1＋7）が所得の現
（7）　この問題に関する古典はFisher［1930コであるが，HendersOnandQuandt［1980コ
　の第12章，Barl10［1984コの第3・4章も有益である。
（8）家計の所得は賃金所得と非賃金所得から構成され，主に前老は賃金率に，後著は刹
　子率に依存する。Lたがって，より一般的に考えれぱ，家計による消費・貯蓄の決定
　は利子率のみならず，賛金率の影饗も受けることになろう。
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在価値γと等しくなるように現在消費Cと将来消費6の配分を決めなげれ
ぱならたい。つまり，家計の予算制約条件は
　　　　　δ　　　　夕（18）　　C＋　　　　　　＝】r＋
　　　　1＋7　　　　1＋ブ
で与えられる。たお，個々の家計にとって，市場利子率7は所与の条件である
から，右辺の所得の現在価値は一定と扱われる。
　予算制約条件（18）の意味を明瞭にするため，それを
　（18）1　　C＝〕‘十（1斗グ）（〕クーC）
と書き換えてみよう。もし家計が現在の消費Cを差し控えて所得の一部を貸し
付げに充てれば，現在貯蓄S（一γ一C）は正になる。この場合，将来の所得
は貯蓄の元利合計（1＋7）（γ一0）だげアより大きくなり，将来消費Cもそ
の分増やせることが意味される。反対に，資金の借り入れをして，現在の所得
以上に消費するのであれぱ，現在貯蓄は負になる。このときには，将来の所得
は借り入れ返済額（元金と利子の合計）だけγより小さくなり，将来消費も
その分減少することが示唆されるのである。
　以上から，家計は（18）式ないしは（18）1武の予算制約のもとで，（17）式の効
用を最大にするように現在消費0と将来消費0を決めるものと言える。そ
こで，（18）’式を（17）式に代入すれぱ，
　（19）σ＝σ（C，γ十（1＋グ）（γ一C））
を得るので，家計の問題は（19）武の効用を最大にするようた現在消費Cを求め
ることに帰着しよう。このため，（19）式をCで徴分してゼロと置けぱ，
　　　σσ　　　　　　　　　σo（20）　一＝1＋7　あるいは　　　一1＝γ　　　σ∂　　　　　　　　　晩
という関係が導かれる。なお，効用最大化の2階条件は
　　ωσ一2（1＋7）σσδ十（1＋7）壇晩ε〈0
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であるが，これは効用関数（17）に関する仮定によって満たされる。
　Lたがって，（20）式から，家計は現在消費と将来消費の問の限界代替率
ωノ晩が，1プラス実質利子率ηこ等Lくなるように現在消費Cを決める。
あるいは，時聞選好率σo〃∂一1と実質利子率7が一致する水準に現在消費
を決めるものと言える。ゆえに，（20）式は市場の実質利子率γと現在消費0と
の間の関係を示すr消費需要関数」と見ることができ，
　（21）0＝C（7，γ，y）
のように書き表せ孔あるいは，現在所得と現在消費の差が現在貯蓄∫である
から，（20）式はr貯蓄供給関数」を意味するものと解釈することも可能で，
　（21）1　　S：γ一C（プ，】r，γ）＝S（7，｝7，γ）
のように示すこともできよう。
　では，これらの消費関数や貯蓄関数がいかなる性質を有するかを調べるため，
（20）式を全徴分して整理すると，
　（22）　　［～7oo－2（1＋7）σo∂十（1＋γ）里0ち∂コ6C
　　　　＝［（γ一C）｛（1＋γ）σ∂トσo∂｝十σ5コ〃
　　　　　十（1＋〆）［（1＋7）σ∂トσσ∂コ6γ十［（1＋グ）眈δ一㏄∂コ6γ
という関係が導かれる。これより，6γ＝6γ二0と置けぱ，
60＿（γ一C）｛（1＋グ）0あ一σo∂｝十σδ
6κ　　　σoo－2（1＋グ）σo∂十（1＋7）2乙τε5
を得る。ここで，分母は効用最大化の2階条件から負である。分子は，現在借
り入れをしている場合（γ一0＜0）には必ず正であり，全体の符号は負にな
る。LかL，現在貯蓄が正の場合（γ一C〉O）には，分子の符号は一般に確定
せず，現在消費が利子率の上昇につれて減少するとは断言できたい。ただし，
以下では，分子はつねに正になるものと仮定して，現在消費は実質利子率の滅
少関数∂0／〃くoとする。つまり，実質利子率の上昇に伴う負の代替効果が
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正の所得効果を上回り∫現在消費は減少することになる状況を前提とする。こ
の場合，消費需要曲線は第5図⑳の右下がりの曲線Coのように描かれる。
　さらに，（22）式において，〃＝6γ＝0と置くごとにより，
　　坦＝（1＋γ）［（1＋グ）脇一蝸＞0
　　6】r　　　乙一σo＿2（1＋7）0；o6＋（1＋π）2乙吃ε
が求められる自また，κμγ＜ユである。それに，”＝∂γ白0と置くことに
より，
　　4C　　　　　（1＋7）晩春一σo∂　　一〒＝　　　　　　　　　　　　　　　＞0　　〃　σ・σ一2（1＋グ）腕十（1＋7）里脇
という関係が得られる。それゆえ，現在消費Cは現在所得アや将来所得、γが
上昇するときには増加し，消費需要曲線は0oからC。へと右方にシフトする
ことになる。
　ところで，∫＝γ＾Cの関係から，
　　6S　　　∂0
　　〃　　　〃
になる。Lたがって，6Cμ9＜0とする場合には，おμ7＞0である。すなわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2η
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ち，現在貯蓄8は実質利子率グの増加関数であって，貯蓄供給曲線は第5図（B）
の曲線∫oのように右上がりの形で示せる。加えて，
　　∂8　　　　60　　　　∂S　　　∂C　　　　＝1一一＞O，　＾＝一　＾くO　　∂γ　　　6γ　　　6γ　　6γ
という結果が容易に引き出せる。これより，現在貯蓄sは現在所得γの上昇
にしたがい増加する。それゆえ，貯蓄供給曲線は∫OからS1へと右方にシジ
トしよう。反対た，現在貯蓄は将来所得タの上昇が期待されるときには減少
し，貯蓄供給曲線は∫oから8・へと左方にシフトすることが理解できよう。
3　貨幣数量説
　これまでに，企業と家計の最適化行動の分析を通じて，生産，労働の需要と
供給，投資，消費‘貯蓄など，経済のいわぱ実物面について考察を行りた。古
典派のマクロ経済体系を完結させるためには，さらに経済の貨幣面について検
討を加える必要がある。
　古典派の貨幣に対する見方ばr貨幣ヴェール観」として知られている。貨幣
は商品の敢引を容易にするための手段にすぎず，生産・雇用・投資・消費・貯
蓄・利子率など実物変数は貨幣によってなんら影響を受けない。つまり，償幣
は経済の実物面を覆うヴェールのようなものであると考えられるのである。こ
うした見方によれぱ，貨幣はもっぱら名目変数を決定する役割を果たすことに
なる。
　以上の古典派の考え方はr貨幣数量説」に集約される。それはI．フィッツ
ヤーによって現代的に定式化されたわけであるが，ここでは，国民所得と関違
づけた貨幣数量説を取り上げ，古輿派の貨幣理論の概要を明らかにしておく。一9〕
＜9）貨幣数量説の簡潔な展望はFriedman［1971］に見いだせる。なお，以下の説鯛は
　嶋村［1989］PP・128－131による。
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　いま，物価水準を1〕，実質国民所得（国民総生産）をγ，名目貨幣数量を
〃，それに貨幣の所得速度（所得の流通速度）をγで示す。なお，、貨幣の所
得速度とは，一定期問中に，国民所得を生み串すために貨幣1単位が何回転す
るかを表す数値，言い換えると，貨幣が異なる経済主体の問を移動する平均回
数のことである。つまり，貨幣の所得遠度は名目国民所得Pγと名目貨幣数
量〃との比率として定義されるものであり，γ＝Pγノ”で与えられる6これ
より，
　（23）　　1甘17＝1〕〕r
というr交換方程式」（数量方程式）が得られる。上式は，一定期問に作り出
された財・サーピスの総額（右辺）は，その取引に用いちれた貨幣の総額（左
辺）と垣等的に等Lいことを意味Lている。
　ところで，素朴な貨幣数量説においては，貨幣の所得速度yは取引・支払
，慣行などにより，短期的にば不変とみなされる。また，実質国民所得γは経
済の実物部門で決定されるので，貨幣部門にとっては所与の条件（一定）と考
えられる。この場合，（23）式は物価決定式として読むことが可能にたり，物価
水準Pは貨幣数量〃と比例的に変化する，という貨幣1数量説の中心的命題が
導かれるのである。
　さらに，貨幣数量説を貨幣需要の理論として位置づげることが可能であ飢
古典派では，貨幣の一般的交換手段としての機能が重視されており，貨幣に対
する需要とは所得水準に依存する取引需要であるとみなされる。Lたがって，
経済全体の貨幣需要は名目国民所得に依存するということに恋る。上記の点を
明白にするため，交換方程式（23）の〃を名目貨幣需要量”刀に換えて変形
すると，
　　　　　　　　　　　　　1　（24）　　1〃辺＝為Pγ　　　　　后＝一
　　　　　　　　　　　　　γ
という「ケソブリッジ方程式」（現金残高方程式）が導かれる。ここで，貨幣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2？3
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の所得遠度の逆数にあたる尾（；〃／Pγ）はマーシャルの尾であり，所得1単
位を生み出すのにどれだけの貨幣を必要とするカ㍉あるいは，人びとは所得の
どんな割合を貨幣で保有Lようとするか，を示すものと解釈できる。既述のと
おり，γが一定たらぱ尾も一定であるから，ヶンブリッジ方程式（24）は，貨幣
需要量”は名目国民所得1〕γの一定割合居であることを主張するものと
言えよう。
　さて，名目貨幣供給量はある水準〃に与えられているとLよう。このとき、
素朴な貨幣数量説によると，貨幣の供給量が需要量よりも大きげれぱ（〃’＞
尾Pr），人びとは遇剰の貨幣で財・サービスを購入しようとするので，物価水
準ないしは実質所得が上昇L，貨幣需要は増加す私逆に，貨幣供給量が需要
量よりも小さいと（〃＜居1〕γ），貨幣は超遇需要の状態になる。それゆえ，人
びとは財・サービスを売却して貨幣を保有しようとするので，物価水準ないL
は実質所得が低下し，貨幣需要は減少する。このような貨幣需要の調整により，
結局，貨幣の供給と需要は一致して，
　（25）　　！〃宝尾P｝戸
という貨幣市場の均衡条件が成り立つことになる。
　Lたがって，（25）式から，マーシャルの尾が一定であれぱ，名目国民所得
Prは貨幣供給量〃に比例Lて変化することが指摘される。さらに，実質国
民所得γを経済の実物部門で決まる所与の条件としで扱えぱ，（25）式は物価
決定式とみなすことができる。その場合，貨幣供給量〃が物価水準Pの主た
る決定葵因であり，物価水準は貨幣供給量と比例的に変化する，という命題に
至乱付言すると，このような貨幣数量説の立場では，貨幣の需要と供給の均
衝式（25）から，ケインズ体系のように利子率の決定をいうのではなく，名目国
民所得あるいは物価水準が貨幣供給量に依存して決まることが主張される点で
特色をもっ。
勿4
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4　古典派モデル
以上，古典派について，企業行動，家計行動および貨幣の理論を別々に概観
してきたが，ζれに政府の溝動を含めると，古輿派のマクロ均衡体系はつぎの
ようなモデルによって表せる。
　　　　　　　　　　w（C・1）F・（凡幻＝丁 j7ww＜0，　1デ亙亙＞O
（α・）炸W（号・五）W・〃・い1く・
（C，3）　γ＝F（jV，K）
（C．4）　0匡0（プ，γ一℃y）
（C．5）　1’＝1’（7，1V，K）
（C．6）　1r＝C＋1＋G
（C．7）　〃＝居1〕γ
1ア亙＞0，　j9五＞0
αく0，Cアー”＞0，0茅＞0
ムく0，1亙＞0，1亙＞0
ここで，γは実質国民所得（国民総生産），wは労働雇用量，wは貨幣（名目）賃
金率，γは実質利子率（名目利子率4一期待物価上昇率冤虐），Cは実質消費・1
は実質投資，Pは物価水準，Kは資本ストック，λは非賃金所得，「は将来
所得，τは実質租税収入，Gは実質政府支出・〃は名員貨幣1供給量を表す。
　さて，（C．1）式は既述の労働需要関数（6），（α2）式は労働供給関数（15）
である。ただL，均衡において労働の需要量炉と供給量柳は一致し，そ
の水準に労働雇用量wが定まることを想定している。すたわち，賃金の完全
伸縮性を前提にすれぱ，労働市場では需給均衡の状態が実現され，雇用量は労
働の需要と供給が相等Lくなる水準（”刀＝仰＝珊に決まることが仮定され
ている。
　つぎに，（C．3）式はマクロ経済の生産関数（1）である。
　続いて，（C．4）式は先の消費需要関数（21），（C・5）式は投資需要関数（9）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2フ5
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に当たる。ただし，ここでは，政府の財政活動を考慮に入れているため，消費
関数に含まれる所得としては実質可処分所得γ一丁（つまり，実質所得yか
ら実質租税収入丁を差し引いたもの）を考えている。（C．6）式は財布場の均
衡条件であり，財の総供給（総生産）γと総需要0＋1＋G（すなわち，消費
Cと投資1と政府支出0の合計）が等しくなることを示す。これより，利
予率が完全に伸縮的に変化する状況では，総需要は総供給に一致するように調
整されることが意味される。
　最後に（C．7）式は，貨幣数量説にもとづく貨幣市場の需給均衡条件（25）に
ほかならないo
　上記の古輿派モデル（C，1）～（C．7）において，内生変数はWノア，W，巧
7，qムPの7個であり，残りのK，ム，γτG，〃は外生変数とみな
す。その場合，モデルは整合的で，外生変数がそれぞれある水準に特定化され
るならぱ，各内生変数の値が決定されることになる。ω
　ところで，（C．1）～（C．7）式の古典派モデルをよく見ると，内生変数ば
逐次的に決定きれるような構造になっていることが，重要た特徴点として挙げ
られる。モデルの内生変数はすぺてが相互依存関係にあるわげではなく，一部
の変数は他の変数からなんら影響を受げることなしに決まるのである。具体肘
に言うと，（C．1）式と（C．2）式から，W／PとWの2変数が独自に決定され
る。つぎに，γはW／Pとw以外の内生変数に影響されることなく，（C．3）
武から決定される。さらに，（C．4）～（C．6）式からグ，C，1がpとは独
立に，また，（C．7）式から，Pがグ，C，1とは独立に決定されるのであ
⑩本稿の古典派モデル（C．1）～（α7）はかなりの一般化を図ってあるが，本質帥こは。
　Modigliani［19μコ，Klein［1947］，Ack1ey［1961コなどの古典派毛デルと同じもの
　である。また，以下の考察については，小泉・建元［1972コの第2・4章，Sarge趾
　［1979コの第1章，Sherman　and　Eva鵬［1984コの第4章，吉川［1984コの第1章，
　荒［1985］の第3部，亘i－ler［1986］の第1章，Felderera口dHomburg［1987コの第
　w章などに提示されている吉輿派モデルも参照o
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　　　　　第6図　古典派モデル
る。
　それでは，第6図を参照しながら内生変数の決定プロセスをもりと詳しく辿
り，古典派的マクP毛デルの特色を明らかにしよう。
　まず，最初の（C・1）式と（C・2）式おいては，WPと〃の2変数だげ
が現れる。それゆえ，これらの2変数は他の変数から独立に，爾式のみによっ
て決定される。つまり，労働市場は経済の他の都門から独立に，1つの自已完
結的な体系を形成しており，実質賃金率豚μ〕と労働雇用量〃の水準ぼ，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2η
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丸以外の内生変数の値に関係なく，労働の需給が均等する水準に決まるのであ
る。つぎに，こうして決められたWを与件として，（C．3）式から，経済全体
の生産量r，換言すれぱ，実質国民総生産ないLは実質国民所得が決定され
る。
　以上の状況は，第6図の（i）と（ii）に描いてある。左上の図（i）において，
右下がりの強線刀〃は（C．1）式にもとづく労働需要曲線，右上がりの曲線
S〃は（C．2）式を示した労働供給曲線である。労働市場は完全競争的で，実
質賃金の調整が遠やかにたされるときには，労働の需要と供絵は等しくなる。
それゆえ，労働市場は需要曲線D亙と供給曲線s亙の交点で均衡状態になり，
実質賃金率は（w／P）＊に，また労働雇用量はw＊の水準に決定される。この
雇用量”＊は，市場の価格調整機能の作用により，労働の需給が一致すると
ころに決められたもので，「完全雇用」の水準とみなすことができる。ωつまり，
古輿派モデルでは，労働市場はつねに完全雇用の状態にあることになる。
　つぎの左下の図（ii）は，資本ストックKをある水準で一定として，（C・3）
式の生産関数をγ一w平面上に描いたものである。労働雇用量wは労働の
需給均衡水準w＊に決まっているから，マクロ経済の生産量γはそれに対応
したγ＊の大きさに決定される。この生産量γ＊は，労働の完全雇用量w＊
のもとで産出される財の総量であり，完全雇用国民所得の水準を表す。したが
って，（C．1）～（C．3）式は経済の供給側の状況を描写するものと見ることが
できる。これらの関係から，総供給（総生産）は他の部門つまり需要側の状況
とは独立に完全雇用の水準に確定する，という点に古奥派毛デルの顕著な特色
を見いだせるのである。
　このように決められた総供給に総需要を等しくさせる役割は，古奥派モデル
では利子率が担うことになる。すたわち，利子率は完全に伸縮的に変化するも
側　Friedman［1968コのいう自然失業率に対応Lた労働雇用水準に当たる。
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のと仮定すれぱ，総需要C＋1＋Gは完全雇用に対応Lた総供給γ＊と等し
くなるように調整されて，財市場の需給均衡が達成されるのである。これがモ
デルの（C，4）～（C．6）式の意味するところである。いま，Wとγは完全雇
用の水準（〃＊，γ＊）に与えられるものとして，（C・4）式と（C・5）式を（C・6）
式に代入すれぱ，
　　γ＊＝C（7，γ＊一τ，γ）十1（γ，jV＊，K）十G
という関係を得る。これより，｝定の総供給（左辺）に総需要（右辺）が等し
くなるように実質利子率7は決定されることがわかる。7が決重れぱ，実質消
費Cと実質投資1も同時に決まることになるのである。
　上述の内容は，第6図では右上の図（iii）に示してある。γ＊のところで垂直
な線は総傑給を表L，実質利子率7の値とは関係なく，（C・1）～（C・3）式に
よって完全雇用国民所得の水準に定まっていることが意味される。それに対し，
需要側の実質消費Cと実質投資1はいずれも実質利子率の滅少関数であるか
ら，これに案質政府支出θを加えた総需要も同様に実質利子率の滅少関数に
なる。ゆえに，総需要線は右下がりの曲線C＋1＋Gのように描ける。このと
き，利子率が伸縮的に変化するならぱ，総需要は一定の総供給と等しくなるよ
うに調整される。つまり，総需要線c＋1＋Gとγ＊で垂直な線との交点に
おいて，財市場は均衡状態に至り，実質利子率は〆の水準に一決まるのであ
る。
　したがって，（C，垂）～（C，6）式は，利子率の調整機能により，経済におい
て生産された財はすべて需要されることを示すものと言えよう。「供給はそれ
畠らの需要を生み出す」わげであり，古典派モデルにおいては，いわゆる「セ
イの法則」が成立するのである。
　以上においては，利子率の決定を総需要と総供給の観点から明らかにしたが，
これをほとんどの古典派モデルがそうしているように，貯蓄と投資の観点から
見ておくことも有益である。そのためには，前掲の古奥派モデルの消費需要関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　279
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数（α4）を，貯蓄供給関数
　（C．4）’　5＝S（γ，γ一τ，γ）　　S。＞0，Sア＿r＞0，S妄く0
に代える必要がある。これは先の貯蓄供給関数（21）1に含まれる所得変数を実
質可処分所得γ一τとLたものにほかならない。同時に，財市場の均衡条件
（C．6）を
　（C．6）1　S＋τ＝1＋G
と書き換える必要がある。これは均衡においては，貯蓄sと租税収入τの和
が投資1・と政府支出Gの和に等Lくなげれぱならないことを表している。あ
るいは，（C．6）1式の左辺は経済全体の資本供給を，同じく右辺は資本需要を
示すものと解せぱ，（C．6）1式は資本市場の需給均衡を意味するものと言えよ
う。
　さて，古典派毛デルが（C．1）～（6．3），（C．4）1，（C．5），（C．6）’，（C．7）
から構成されるとした場合も，W／P，W，γの決定は先に説明したとおりで
ある。だが，グ，s，∫の決定については以下のように考える必要がある。つ
まり，Wとγを与件とLて，（C．4）’式と（C．5）式を（C．6）1式に代入す
ると，
　　5（7，γ＊一τ；γ’）十τ＝1’（グ，jV＊，K）斗G
を得る。これより，貯蓄と租税の和が投資と政府支出の和に等しくなるように
（言い方を換えれぱ，総供給二総需要となるように），実質利子率グが決定され
るこ・とがわかる。グが決まれぱ，同時に実質貯蓄∫と実質投資∫も定まる。
こうLた禾司子率の決定を図示したものが第7図であ飢貯蓄Sは実質利子率
の増加関数であるから，これに一定の租税収入τを加えた資本供給曲線∫十τ
は右上がりの形で描げる。一方，投資1は実質利子率の滅少関数であるから，
これに一定の政府支出Gを加えた資本需要曲線1＋Gは右下がりの形状をと
る。このとき，資本市場は完全競争の状態にあり，利子率の調整が遠やかにな
されるのであれぱ，資本の需要と供給は均等化されて資本市場は均衡を実現す
280
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S＋T
〆
1＋G
（S＋τ）‡＝（∫十G）．　　8＋T，1＋G
第7図利子率の決定
る二一それゆえ，侠質利子率はs＋丁線と1＋G線の交点において一グ＊の水準
に決定されるのであ孔これにしたがい，実質貯蓄sと実質投資1’も（s＋
T）＊＝（1＋0）＊の関係を満たすように決まることになる。
　なお，以上では，利子率の決定を総需要と総供給の関係，および貯蓄と投
資の輿係から見たが・いずれにLても経済の実物的要因により禾u子率は決まる
と考えてい飢つまり・利子率は貨幣部門から独立に実物部門において決定
されるとしているわけで・古奥派のr実物的利子理論」に即したものと言えよ
う。
　これまでに，古典派毛デルの内生変数W／P，W，γ，．れC（S），1につい
て，その決定プロセスを明らかにした。残るは物価水準Pである。これはy
を与件とLて（C．7）式から決定される。一すなわち，実質国民所得rは経済
の実物部門で完全雇用水準γ＊に決められているので，（C．7）式ぱ
　　〃＝尾1〕γ＊
となる。ゆえに，物価水準Pは，完全雇用国民所得に対応する貨幣需要治1〕「＊
が貨幣傑給〃と等しく底るように決まることがわかる。先の第6図に戻ると，
右下の図（iv）に，（C．7）式をP一γ平面上に直角双曲線として描いてある。
この揚合，アは既にγ＊の水準に確定Lているから，それに応じ，物価水準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28i
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はP＊の高さになるのである。
　このように見ると，貨幣市場ぱ貨幣の需給均衡を実現させるように物価水準
Pを決定する役割を果たすだげである。胸換言すると，（C．7）式に含まれる貨
幣供給量〃は，経済の名目変数の水準を決める役割だけを果たし，豚／P，凧
γ，グ，C（∫），1たどの実物変数にはまったく影響を及ぼLえないことが容易
に理解できよう。実物変数はすべて貨幣部門から猿立に実物部門において決定
されるのである。したがって，本稿の古典派モデルは貨幣ヴェール観を反映
したものであり，経済のr実物面と貨幣面の二分法」が成り立つことがわか
る。
　付け加えると，Keynes［1936コの「流動性選好説」と同じく，貨幣需要は
利子率にも依存するとみなす場合には，貨幣市場の需給均衡条件は（C．7）式
に代えて，
　（C．7）1　〃冨P工（γ，7）
のように表せる。ここで，実質貨幣需要量工は実質国民所得γの増加関数で
あるが，実質利子率グの減少関数とする。しかL，このように貨幣需要が利子
率に依存するものとしても，古輿派の体系では，本質的な相違は生じないので
ある。なぜならぱ，γは労働・生産市場で，またプは財（資本）市場で決ま
ってLまうから，（C．7）1式はやはり物価水準決定の役割を演じるだげであ
る。しかも，物価水準Pは貨幣供給量〃に比例的に変化する，という「貨酪
数量説」がζρ場合も妥当するわげで，古典派モデルにおいては，（C．7）式
であろうと（C．7）1式であろうと，結論に犬きな差異はないものと言えよ
う。㈲
⑲　労働市場で実質賃金率w／Pが決まっているので・貨幣市場において物価水準Pが
　決定されることは，同時に貨幣賃金率〃も決童ることを意味するo
⑬　例えぱ，Modigliani〔19仏コ，K1ein［1947コ，Sπge趾［1979コの第1輩を参照。
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5　金融政策と財政政策の効果
　前節では，古典派モデル（C，1）～（C．7）について，内生変数の決定プロセ
スとモデルの特色を明らかにしたが，さらに本節と次節においては，比較静学
分析により，古輿派モデルからどのような経済的イソプリケーションが引き出
せるかを探ることにする。幽
　そのため，古典派モデル（C，1）～（C．7）の各式を全徴分すると，
（I）凧洲・伽狐一6（÷）
（皿）〃一w・刈号）・Mλ
（皿）
（v）
（V）
（皿）
∂γ＝F亙”V＋F亙6K
∂C＝C．6グ十Cr＿τ6γ一Cアイ6τ十Cテ6γ
61＝ム6γ十∫〃”V＋∫亙δK
6γ＝6C＋61＋6G
（w）6〃＝尾（r61）十P6r）
という関係が導げる。ここで，各変数の徴分は初期均衡からの乖離を表すもの・
とみなせぱ，上記の体系は古輿派そデル（C．1）～（C．7）を初期均衡点の近努
で線型化したものと解せる。これより，箭節で説明した内生変数の決定ブ冒セ
スと同様に，各内生変数の徴分6（W1〕），6W，6γ，”，6C，肌”を’
逐次的に求めることができる。
　はじめに，（I）式に（皿）式を代入すると，
亙亙小・／・・（号）・w刈・・亙亙狐一∂（÷）
⑭　古典派モデルの比較静学分析については，例えぼ，S趾g㎝t［1979］の第1章，吉’
　川［1984コの第1章，Felderer狐d　Homb皿g［1987コの第V章を参照。
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すなわち，
（・・）・（÷）一。．。、㍍、ノ、（M・曲M・）
を得る。そして，これを（皿）武に代入すれぱ1
　　　　　　　　　　1（27） 　6ハ7＝　　 　 　　　　　　　　　　（！V分ノp1干w亙61ζ十1V■6／1）
　　　　　　　1－F亙亙〃w／P
となる。さらに，この6〃を（皿）式に代入することにより，
（・・）・γ一（讐篶鴛・・亙）狐・。一景糸”、、〃
が求められる。
　つぎに，（y）式と（▽）式を（v）式に代入して整理すると，
　　（ユーCH）〃＝（C・十1・）〃十1〃W＋κTC・一・〃十1亙泌十Cチ〃
のようにたるので，これから
　　　　　　　　1　（29）〃＝　　　［（1－CH）♂γイ〃6〃一κ十Cr一〃τ　　　　　　　α十ム
　　　　　　　　　　ー1亙6K－C〃γコ
が導ける。ここで，もし♂K＝〃＝0ならぱ，（27）式と（28）式より∂W二
3y＝0であるから，上の（29）式は簡潔に，
　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　＾　（30）　　∂7＝　　　　　　　　（一∂G＋0r＿τ611－Cテ6γ）
　　　　　　　C。十ム
のように示せる。そして，この”を（V）式ならびに（V）式に代入し，∂γ＝
3W＝6K＝0に考慮を払えぱ，
　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　＾　（31）　4C＝　　　　　　（一Cγ6G－1．CアーT6T＋ムCチ6γ）　　　　　　　G＋ム
および
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　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　＾（32）　　61＝　　　　　　　　（一6（；十（：r＿T6τ一（：チ〃〕‘）
　　　　　　C。十ム
が求められる。
　おわりに，（W）式は（C．7）式の関係〃＝后Pγを使うと，
　（33）　61〕＝一」L6「十」巳♂”　あるいは　坦＝　6γ十6”
　　　　　　　　γ　　　　〃　　　　　　　　　　P　　　y　　〃
のように表せる。ここで，∂K＝〃＝0の場合には，（28）武より∂γ＝0にな
るから，（33）式は簡単に
（34）　6P＝」三一6”　あるいは　坦＝型
　　　　　　〃　　　　　　　　　P　　〃
と示せる。
　以上の結果にもとづき，はじめに，古奥派モデル（C．1）～（C．7）の外生的
な政策変数（〃，θ，T）に変化が生じたとき，マソロ経済にどんな影響が現
れるかを分析することにしよう。
〈・）金融政策
　まず，r金融政策」の効果を見るため，通貨当局が名目貨幣供給量〃を増加
させた場合を取り上げ飢これまでに指摘したとおり，経済の実物変数はすべ
て実物部門のみで決まってLまう。それゆえ，たとえ貨幣供給が増えても，実
物変数はなんら影響を受げることはない。この点は6K＝6λ＝dγ二κ＝
3T＝Oと置けぱ，（26）～（28）式より∂（W／P）＝∂W＝6γ＝0，また，・（30）～
（32）式より〃＝6C＝班＝0となることから確認できる。すなわち，貨幣供給
量〃が増えたとしても，実質賃金率w／P，労働雇用量w，実質国民所得
（国民総生産）γは不変である。そのため、実質利子率γ，実質消費C，実
質投資∫も変わらないのである。
　したがって，貨幣供給の増カロによって影響を受ける内生変数は物価水準P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　285
32 早稲田商掌第342号
P工　　一＿・＿＿＿阯＿＿一一＿
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　　　ア“
第8図　金融緩和の効果
　　〃lP＝一　　冶γ
　〃oP＝一　鮒Y
だけである。（34）式から，物価水準は貨幣供給量と比例鰍こ変化L・物価上昇
率は貨幣供給増加率に一致することがわかる。この点は第8図に示してある。
貨幣供給量が〃・から〃・の水準へ増加Lた場合・貨幣数量説による貨幣市
場の均衡条件（C．7）を表示する直角双曲線は，右上方の位置にシフトしよ
う。けれども，実質国民所得γは完全雇用水準γ＊で変わらないから，増加
した貨幣供給はもっぱら物価水準を押し上げる働きをする。その結果，物価水
準は1〕oからP。へ貨幣供給量と比例的に上昇することになるのである。
　付け加えると，実質賃金率W／1〕が不変で，物価水準1〕が貨幣供給量〃
と比例的に上昇するということは，貨幣賃金率πも物価水準（および貨幣供
給量）と此例的に上昇することを意味しよう。胴
　要するに，貨幣供給量を増加させても，経済の名目変数がそれと比例的に上
昇するだけであり，実物変数には影響が及ぱないのである。この結果はr貨幣
の中立性」が成り立つことにほかならないむそれゆえ，金融緩和政策を実施し
⑬すなわい（号）千（苧芸）一・の関係・お！び（・・）式11・苧一
61〕　6〃＿＝＿が成り立つ。P　　〃
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ても，雇用や生産・所得を完全雇用水準以上に拡大させることは不可能であっ
て，単に物価・賃金の騰貴をひきおこすだけなのである。
（b）財政政策
　つぎに，財政当局が政府支出Gを増加させた場合を中心に，r財政政策」が
経済に与える影響を検討しよう。
　政府支出が増加する場合にも，実質賃金率，労働雇用量，実質国民所得（国
民総生産）はなんら影響を受けない。それらの変数は政府支出から独立に，完
全雇用水準に決定されるからである。これは（26）～（28）式にはκが含まれ
ず，∂K＝伽＝0のときには，4（Wμ〕）：6W＝6r＝Oとなることから明白で
ある。また，（34）式において，ゴ〃竈0より〃＝Oになるから，物価水準も
変わらないことがわかる。
　ただL，政府支出0が増加した場合（犯＞0），財市場の均衡が実現するた
めには，その増加分と同一の規模だげ民聞の消費Cと投資／が減少しなけれ
ぱならない。なぜならぱ，（w）武において，総供給（総生産）γは完全雇用
水準γ＊で一定のため6γ二〇である。ゆえに，総需要0＋＾Gも全体と
Lては不変であり，κ＝一（6C＋〃）という関係が成り立たなけれぱならな
いからである。
　財市場の調整過程は，第9図を見るとより明確になろう。もし政府支出が
Goから0・へ増カロすると，総需要線は当初のC＋1＋GoからC＋1＋G・へ
と右方にシフトする。このとき，利子率が不変ならぱ，経済はEo点から亙・
点へ移る。けれども，亙。点では財の超過需要が存在するので，利子率の上昇
が始まり，経済は且点の方向へ動いていく。結局，経済が且点に到達L
たとき，財市場の均衡が実現L，実質利子率の水準は”oからπ・へと高まる。
しかしながら，総需要＝総供給の水準は元のγ＊のままで変わらない。つま
り，財市場においては，実質利子率の上昇によりr完全なクラウディソグ・ア
ウト」が起こり，民間の実質消費Cと実質投資1の合計ぱ，ちょうど政府の
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第9図財政拡張の効果
支出増加分だけ減少したのである。換言すると，政府支出の増加は生産・所得
γの水準には影響を及ぼさず，一定のγを民問から政府へ移転させるという
資源配分上の効果をもつだげなのである。
　政府支出の増加によって，利子率，消費および投資がどれだけの影響を受け
るかは，（30）～（32）式から，以下のように示せる。
　　　〃　　　　　1　　　一一　　　　　＞0，　　　6G－　　　0。十ム
（35）
　　　〃＿　　／。　　　一＿　　　　　＜0　　　60　　　C。十ム
∂C　　　　σ　　＝　　　　　＜0，∂G　　　Cア十1。
これより，一般に，政府支出Gが増加すると実質利子率7は高まり，その緕
果，実質消費cと実質投資∫の両方が減少することがわか飢しかし，消費
が利子率に関して非弾力的な場合には，C・の値は小さいから，消費はほとん
ど減少しない。反面，投資がほぼ政府支出の増加分だげ減少することになる。
したがって，経済成長を重視する古典派の立場からすれぱ，生産的な民間投資
をクラウディソグ・アウトしてしまう政府支出の拡大は，けっして好ましい政
策ではない。
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　なお，財政当局が減税を実施した場合も，上述の政府支出増加のケースと同
じょうな結果になる。つまり，W／1〕，W，γは変わらないL，Pも不変であ
る。ただL，今度は財市場において，減税にもとづく直接的な消費の増加が・
利子率の上昇を通じた消費と投資の減少によってちょうど相殺されるような調
整がたされる。その結果として，利子率と消費，投資がどうなるかは，（30）～
（32）式から容易にわかる。すなわち，
　　　　67　　Cr．τ　　　　6C　　　1．Cy－r　　　　一＝　　＜0，一一＝　　　＜0，　　　　6τ　　C、十ム　　　　6τ　　　　C。十ム
　（36）
　　　　61　　ム0r＿r　　　　一＝　　　　＞0　　　　6T　　α十ム
が得られる。Lたがって，減税が行われると（6T〈0），実質利子率グは上
昇L，実質投資1は減少する。実質消費Cについては，減税による増加分が
利子率上昇による減少分を上回り，結局は投資の減少分だげ増加することが知
られる。もし消費が利子率に関して完全に非弾力的ならぱ（C㌍＝0），減税によ
り消費が増加Lただげ，投資が利子率上昇を通じて滅少することにな乱
　さらに，財政政策の貯蓄に及ぼす影響を調べておこう。そのためには，（v）
式に代えて貯蓄供給関数（C．4）’の全徴分形
（v）16s＝s。〃十sr一π6y－sr－r6τ十∫チ6γ
を，また，（班）式の代わりに（C．6）1式の全徴分形
（v）1　6s＋♂τ＝61＋6G
を考慮に入れる必要がある。そうすると，6K＝6λ＝0で3γ＝∂W＝Oとな
る場合については，（W）’，（1V），（W）’式を解くことによって，
　（37）加　1［一6G・（1一∫H）〃・舳貢1
　　　　　　　－s。十1㌍
　（38）∂∫一　1［一∫、6G・（∫。一1チ∫H）〃・1・Sテ6ア1
　　　　　　　－s。十ム
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第10図　政府支出の増カロ
　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　山　（39）　　∂1＝　　　　　　　　一［一∂G＋（1－Sr一τ）6T＋Sテ6yコ
　　　　　　　ー。S。十1。
が求められる。ここで，γ＝0（篶γ一ηγ）十5（れγ一τ，γ）十τの関係を利
用すれぱ，Cτ＝一S。，1－Sアーπ＝Cアーfの関係が見いだせよう。したがって，
財政政策が実質利子率πと実質投資1に与える影響に関Lて（37），（39）式か
ら引き出せる繕果は，前出の（35），（36）式のそれとまったく同一になることが
わかる。
　また，財政政策の実質貯蓄Sに及ぼす効果は，（38）式より，
　　　　6S　　　　　　Sr　　　　　　∂S　　Sr一ムSr＿”　（40）一＝　　　　＞O，一＝　　　　＜0　　　　6G　　　　一∫r＋ム　　　　6τ　　　一∫r＋ム
のように示される。ゆえに，政府支出が増加すると，実質利子率の上昇が起こ
り実質貯蓄∫は増加する。ただし，ム≠0であるかぎり，利子率上昇によって
投資がクラウディング・アウトされるため，貯蓄の増加分（＝消費の減少分）
は政府支出の増加分よりも小さくなる。また，貯蓄が利子率に関して非弾力的
注ときには，∫。の値は小さいから，貯蓄はほとんど増加Lない。つまり，消
費はほとんど減少せず，投資が政府支出の増加分近く減少することになろう。
　上述の内容は，第10図を参照すると明瞭になる。政府支出の0oからG。へ
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の増加により（∂G〉O），資本需要曲線が当初の1＋Goから1＋G。へ右方にシ
フトしたとしよう。これにしたがい，資本市場の均衡点は亙oからE・へ移
り，実質利子率は上昇する（〃＞O）。その結果，実質貯蓄は増加し（お＞0），
実質投資は減少する（”くO）ことが見てとれる。さらに，S㌍の値が小さけ
れぱ，資本供給曲線S＋τは垂直に近い形となり，Sの増加分は小さく，逆
に1の減少分は犬きくなることも容易に理解できよう。
　加えて，（40）式の2番目の関係から，・減税は実質貯蓄Sを増加させること
がわかる。貯蓄は減税にもとづく可処分所得の上昇と，消費増加による利子率
の上昇との二つの経路を通じて増加するのである。ただし，SHく1に配慮
すれぱ，貯蓄の増加分は一般に租税収入の減少分よりも小さいことが（40）式よ
り読み取れる。以上の点は，第10図において，資本供給曲線S＋「を左方に
シフトさせてみると，ただちに明らかになると思われる。
6　外生変数の変動の効果
　前節の金融政策と財政政策の劾果分析に引き続いて，本節では・その他の外
生変数に変化が見られるとき，古輿派モデル（C・1）～（C・7）からどのようた
帰結が得られるかを分析する。
（三）将来所得
　いま，家計が将来の景気に対して楽観的恋見通Lをもつようになったとか，
政府による減税措置が予定されているとかLて，家計の期待するr将来所得」
アが上昇したとする。本稿の古奥派モデルの枠組みでは，将来所得は消費需
要関数に含まれるだげである。したがって，将来所得の上昇の効果は・前節で
検討Lた租税収入の減少の場合と，定性的にぱまったく同じになる。
　すなわち，労働市場や企業の生産活動には影響が及ぱないから，実質賃金率
w／P，労働雇用量w，実質国民所得（国民総生産）rは完全雇用水準におい
て不変である。これより，物価水準1・も変わらないことが知られ乱ただし・
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財市場においては，将来所得の上昇に起因する消費の増加を，利子率の上昇を
通じた消費と投資の減少によってちょうど相殺するような調整がなされる。巖
密に，利子率と消費，投資がそれぞれいかなる影響を受げるかは，（30）～（32）
式から，
　　∂グ　　　　C量　　　　　∂0　　ム0チ　　　　　∂∫　　　　ムCテ　　㍗＝　　　　　　　　＞0，　て＝　　　　　　〉0，　て＝　　　　　　　　＜0　　6γ　　　　C・十ム　　　　　6γ　　C・十ム　　　　　∂γ　　　　α十1・
となる。ゆえに，将来所得が高まると期待される場合には（♂γ〉0），実質利
子率7は上昇する。また，実質消費Cは実質投資∫の減少分と同一の規模だ
け増加することが理解される。
（b）期待物価上昇率
　ところで，本稿の古典派モデル（C．1）～（C－7）の中には，期待に関違する
外生変数として，以上の将来所得のほか期待物価上昇率が含まれている。とい
うのは，ここまで，期待実質利子率グを1つの内生変数として扱ってきたカミ，
それは名目利子率｛から期待物価上昇率π侶を差L引いた値，つまりγ＝麦一π筍
と定義されるものであった。そLて，暗に，名目利子率が内生変数であって，
期待物価上昇率は物価水準をはじめとした内生変数からは影響を受げない外生
変数である，と考えてきたのである。
　それでは，期待実質利子率クを明示的に，名目利子率6と期待物価上昇率
π直の差で置き換えたうえで，期待物価上昇率の変動の影響を考えてみよう。
いま，物価上昇に対して人びとの抱く期待が高まったとする　（∂π｛＞O）。まず，
（26）～（28）式は6π｛を含まないので，実質賃金率W／1〕，労働雇用量w，
実質国民所得（国民総生産）γはまったく影響されないことがただちにわか
る。さらに，（30）～（32）式より，実質利子率7，実質消費C，実質投資1が，
また，（34）式より，物価水準Pも変わらないことが見てとれる。
　それゆえ，期待物価上昇率が高まっても，なんの影響もないように思われる
が，実質利子率が不変であることは，名目利子率オが期待物価上昇率π｛と同
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第11図期待物価上昇率の変化
じだけ上昇したことを意味Lよう。これは（30）式において，”＝6（去一π壇）＝O，
つまり
　　66＝6πε＞0
となることから確かめられる。あるいは，名目利子率を縦軸にとって財市場の
需給状況を図示すると，第11図のように描げる。期待物価上昇率π邊が当初の
π。壇からπ“へ高まったとすれぱ，これに応じて総需要線はπ直の騰貴分だげ
上方ヘシフトする。その結果，財市場の均衡点は亙oから且へ移り，名目利
子率ξがちょうど期待物価上昇率π邊の騰貴分だげ高まることが容易に理解で
きよう。本稿の古典派モデルでは，期待物価上昇率の高まりは名目利子率の上
昇という形で完全に吸収されることにたるのである。
（o）資本ストヅク
　これまでの比較静学分析では刮労働・生産」部門はまったく影響を受けず，内
生変数w／P，w，γはなんら変わらないケースのみを扱ってきた。Lかし
本稿の古奥派モデル（C．1）～（C．7）においては，資本ストックKや非賃金
所得λに変化が見られるときには，以上の内生変数も影響されることが捷察
できよう。
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第12図　資本ストックの増加
　まず，資本ストックKが外国から供与されるなどして増加Lた場合を取り
上げる。生産関数に関する仮定（2）から，資本ストックの増加は労働の限界生
産物を上昇させることが言える。このため労働需要が増大して，実質賃金率
W／Pの上昇と労働雇用量Wの増カロがひきおこされる。それに伴い，実質国
民所得（国民総生産）γも増加することになるのである。上述の内容は第12
図を参照すると明瞭になろう。資本ストックが亙oからK。の水準へ増加L
たとすれぱ，図（i）の労働需要曲線は1）π（Ko）から1）〃（K・）へと右方にシ
フトする。その繕果，労働市場の均衡点ぱEoから且に移り，実質賃金率は
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（W／P）・から（WP）・へ高まる。また，労働雇用量はハから”・の水準に
拡大する。さらに，図（ii）から，マクロ経済の生産量は労働雇用量の州から
W・への増加の効果（珊6W），および資本ストックの亙OからK・への増加
の効果（ル6K）とが梱まって，γoからγ1へと拡大することが見てとれ
るのである。
　WP，W，γがKの変化によってどのような影響を受けるかは，（26）～
（28）式から容易に知ることができる。すなわち，
　　　6（豚／1〕）＿　　　F凧　　　　　　6W　　　Ww／PF〃　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　＞0，　一＝　　　　　　　　　　　　　　＞0，　　　　4K　　　1－8岬Wπ〃　　　∂K　1－F亙wWw〃（41）
　　　6γ＿F亙伽ノPF〃　　　一一　　　　　　　　十FK＞0　　　6K　　1－F亙亙ル〃
という関係を導けるので，資本ストックが増加すれば，実質賃金率w／Pは
上昇し，労働雇用量wおよび生産量γは増加することが知られる。そして，
労働の限界生産物が資漆ストックの増加があってもあまり上昇しない状況では
（つまり，ハ亙の値が小さいときには），w／Pの上昇分，wとγの増加分
はみな小さくなることが（41）式からわかる。また，労働供給が賃金率に関して
非弾力的であるほど（つまり，ル／pの値が小さいほど），w／Pの上昇度合
は大きくたり，〃およびyの増加の度合は小さくなることも観察できる。
　さらに，利子率と消費，投資に及ぼす影響を調べてみよう。そのためには，
前節の（30）～（32）式の伽60，〃を一般的に計算しなおす必要がある。そ
こで，（29）武の右辺の∂W，6γに，（27）式と（28）式をおのおの代入Lて整
理すると，
　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～（30）’　6グ＝　　　　　　　　（1云∂1ζ十1〕6λ＿6G＋Cr＿f6アーC量6γ）　　　　　　α十ム
が求められる。ただし，ここで
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　　　　　　＾㌃〃亙〃亙　　　B＝　　　　　　　　　　　〔（1＿Cr一τ）万∬＿1’∬〕十（1－Cア4）F亙一1亙　　　　　1－1㌦w桁／P
（42）
　　　　　　　w■　　刀＝　 　　　　　　　〔（1－Crイ）Fw一ム・〕　　　　　1－1干wwNw／P
である。そして，（V）式の右辺の〃に（30）1式を，また∂yに（28）式を代
入した後まとめると，
（・・）…一［缶…H（芒祭；篶・・亙）1狐
　　　　　・（C島D・。等箒渚、）伽
　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　＾　　　　　　十　　　　　　（一C．6G一ム0r46τ十五Cテ6γ）　　　　　　　G＋ム
が得られる。それから，（▽）式の右辺の〃に（30）1式を，また6Wに（27）
式を代入Lて整理すると，
（・・）・〃一（G子五・・畿烹葦…）狐
　　　　　・（G缶・・。一余糸、ノ、）〃
　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　ー　　　　　　十　　　　　（一6G＋Cr＿τ6τ一Cチ6y）　　　　　　　G＋1。
が導かれる。
　しかしながら，（42）式のBは第1項の正負が不明であるから，その符号は
一般的に確定しえたい。だから，資本ストヅクKが増加した場合，実質利子率
7がどのように変わるかを，（30）’式からただちに結論づげることは不可能で
ある。つまり，財市場において，資本ストヅクの増加は一方では総供給yを拡
大させる。他方では投資を減少させるが，可処分所得と雇用量の増加を通じて
消費と投資を増加させる作用もあり，総需要0＋1＋Gに対する効果は判然と
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Lない。そのため，利子率γの動きについて結論を下すことはできないのであ
る。Lたがって，実質消費Cと実質投資1がどんな影響を受けるかも，（31）’
式と（32）’式からは不明である鉋
　そこで，投資は労働雇用量にはほとんど依存せず，1πの値が非常に小さい
状況を考えてみる。㈹この場合，3の第1項は正とみなせるから，3は全体的
に正となる。すると，（30）1式から”μK〈Oを得る。資本ストックKの増
加は実質利子率7を下落させるのである。なぜならぱ，資本ストックが増加
すると，総需要は総供給を下回ることになり，財市場の需給均衡を回復するた
めには，利子率は低下しなけれぱならないからである。さらに，（31）1式から
6CμK＞0が求められ，実質消費Cは利子率γの下落と可処分所得γ一丁
の増加を通じて上昇することが言える。ただL，実質投資1への影響は依然と
して確定できない。投資は資本ストツクの増加により滅少する一方で，利子率
の低下を通じて拡大することになるからである。
　もう1つ，資本ストヅクが増加Lた場合の物価水準への影響を見ておこう。
そのため，（33）式の右辺の6yに（28）式を代入すると，
（・・）・∂・一十［（讐砦篶キ及）狐
　　　　　　　　・1．箒蒜、、、刈・青〃
が導かれる。これより，
芸一十（畿緒葦・・亙）く・
となるので，物価水準Pは下落することがわかる。資本ストックの増加は実
⑲第1節の議論から，万亙亙が非鴬に小さいときには，Wが増えてもガ亙はほとんど
　上昇せず，それゆえx＊もほとんど変わらない。このことは1亙が非常に小さく・
　1はwの増大によってほとんど影響を受げないことを意味する。
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第13図　非賃金所得の増カロ
質国民所得γの拡大をもたらすから，貨幣数量説にもとづく貨幣市場の均衡
条件”二朋γを維持するには，物価水準Pの低下が必要たためである。
（d）非賃金所得
　っぎに，遺産相続，贈与あるいは宝くじなどによって，家計のr非賃金所
得」λが増加した場合を考察する。第2節で検討Lたように，労働供給は非
賃金所得と負の関係にあるので（凡＜O），非賃金所得が増加すると労働供給
は滅少する。第13図において，非賃金所得がλ。からAに増加したとすれ
ぱ，図（i）の労働供給曲線は、s∬（■o）から∫〃（A）へと左方にシフトしよ
う。その結果，労働市場の均衡点はEoから凪に移り，実質賃金率は（π／1〕）o
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から（W／ア）・へ上昇し，労働雇用量は州oから〃・に減少する。これに伴
い，図（ii）では，生産量がroからγユヘと減少するのである。
　以上の結果は，（26）～（28）式を用いて確かめることができる。これらの式か
ら，
　　　∂（W／p）＿　　F〃w∠　　　　　6w　　　　w∠　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　＞O，　一＝　　　　　　　　　　　　　　〈0　　　　6λ　　　　1－Fw舟1Vw／P　　　　∂λ　　1－F〃〃ル〃
（43）
　　　坐＿　＾凡　＜0　　　∂λ　　　1－1㌦〃淋〃
が求められる。Lたがって，非賃金所得が増加するときには，実質賃金率
wPは高まり，労働雇用量wおよび生産量γは滅少するものと言える。そ
して，労働僕給が非賃金所得に依存する度合が弱いほど（つまり，札の絶対
値が小さいほど），W／P，W，γの変化分は小さくたることが（43）式から読
み取れる。また，労働需要が賃金率に関して非弾カ的であるほど，換言すると，
＾wの値が一〇〇に近づくほど，ωW／Pの上昇度合は大きく，wおよびγ
の滅少の度合は小さくなることも理解できよう。
　利子率，消費，投資に対する影響は今回も一般的には確定しえない。（42）式
のDの符号が不明のため，（30）1～（32）1式から，λが増加Lた場合のκ0，
1の動きについて，一般的な結論を引き出すことは不可能なのである。つまり，
非賃金所得が増加すると，可処分所得の低下を通じた消費の減少と，雇用量の
低下を通じた投資の滅少とが生じ，繕果的に，総需要0＋1＋Gの減少分が総
傑給γQそれと比べ大幅になるのかどうか判明Lない。このため，実質利子
率グがどう変化するの薄㍉また，実質消費Cと実質投資∫が最終的にどうな
るかもわからないのである。
⑰　前節の（I）式より，6（π／P）μw＝F亙〃であるから，万亙πが一〇〇に近づくに
つれて，労働需要曲線Dwは垂童の形に近づいていくことがわかる。
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　そこで，前項の資本ストックのケースと同じく，投資は労働雇用量とほとん
ど関係なく，1〃の値がきわめて小さい状況を想定してみよう。この場合，D
は負とみなせるから，（30）1～（32）’式より，∂プ／6λ＞o，∂C／∂λ＜o，6η∂λ
〈Oの関係を得る。すなわち，財市場の需給均衡を実現するためには，実質利
子率7は上昇しなけれぱならず，その結果，実質消費Cと実質投資∫の両方
とも減少することになることが言える。
　最後に，（34）’式から
　　6P　　　P　　　F〃w■　　　　＝　　　　　　　　　　　　＞0　　∂A　　　γ　　1－F〃〃〃w〃
が求められ，非賃金所得の増加によって物価水準Pは上昇することがわか
る。実質国民所得γの減少がひきおこされるので，貨幣需要を貨幣供給と一
致させるように物価水準の上昇が生じるのである。
ま　と　め
　以上，本稿においては，古典派の伝統に沿った理論を支柱にしたがらマクロ
経済モデルを構築し，その分析を通じて，古典派のマクロ経済理論の顕著な特
徴点を整理かつ明確にした。主な検討内容をまとめると，つぎのように要約で
きよう。
　はじめに，ミク回的な企業行動の理論にもとづき，企業部門の生産関数，労
働需要関数，投資需要関数を導いた。つぎに，同じく家計行動の理論を援周し
て，労働供給関数，消費需要関数ならびに貯蓄傑給関数を求めた。さらに，素
朴な貨幣数量説による貨幣市場の均衝条件について解説Lた。
　このようにして得た諸関係を一括L，古奥派モデル（C．1）～（C．7）の構築
を試みた。モデルの重要な性質は，内生変数が逐次的に決定される構造にたっ
ている点に見いだせる。これより，雇用と生産・所得は経済の他の部門から独
立に，「完全雇用」の水準に決まることが言える。そして，利子率の伸縮的変
　300
　　　　　　　　　　　　古興派のマクロ経済理論　　　　　　　　　　　　47
化によって，この総傑給と等Lくたるように総需要の調整が図られ，ここに
rセイの法則」が妥当する。あるいは，利子率は貯蓄と投資の関係から決まる
とも言えるが，いず棚こせよr実物的利子理論」の特色を傭えている。加えて，
古典派の貨幣ヴェール観を反映して，実物部門と貨幣部門のr二分法」が成り
立つことも明らかにLた。
　続いて，比較静学分析を行い，本稿の古典派モデルからどのようた経済的イ
ンプリケーツヨンが得られるかを検討した。貨幣供給の増加は物価水準や貨幣
賃金率の名目変数を比例的に上昇させるだげで，雇用・生産（所得）・利子な
どの実物変数にはなんら影響を及ぼさない。すなわち，「貨幣の中立性」が成
り立つ。政府支出の増加および滅税も，雇用や生産（所得）の水準に影響を及
ぽしえない。その結果，財市場では「完全なクラウディソグ・アウト」が生じ，
財政による需要拡大効果は利子率の上昇によって100％相殺されてしまう。
　さらに，将来所得の上昇は減税と同じような効果をもつ。また，期待物価上
昇の高まりは名貝利子率を同一幅だけ上昇させるのみである。それから，資本
ストックの増加は雇用と生産・所得を拡大させ，物価水準を低下させる一方で，
非賃金所得の増加は逆に，雇用と生産・所得を減少させ，物価水準を高める働
きをすることを立証Lた。
　次稿においてぱ，古典派理論と対比させたがら，ケイソズ派のマクロ経済理
論について考察する予定である鉋
参考文献
Ackley，Gardner，〃伽クωω粥o〃む丁加oη，Macmiuan，1961（都留重人監訳『マクロ
　　経済学の理論』工・皿・皿，岩波書店，ユ964～69年）．
荒憲治郎『マクロ経済掌講義』創文杜，1985年、
Barro，Robert　J．，〃〃o召co推㈱｛む∫，John　Wiley＆Sons，1984（谷内満訳『マクロ経
　　済学』多賀出版，1987年）．
Dornbusch，Rudiger　and　Stanley　F三scher，肋む畑2ω勉o刎た∫，4th　ed｝McGraw－Hiu，
　　1987．
Fe－derer，Bemhard　and　Stefan亘omburg，挑σκ淳ωπo棚加伽6ハセ至θ”あ6榊κo〃o－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　301
　48　　　　　　　　　　早稲田商学第342号
　　切む5，Springer－Veエ1ag，198τ
Fishef，I岬ing，τ加丁伽oηゲ1物㈱ま，Mac㎜illan，1930（気賀勘重・気賀健三訳
　　『利子論』目本経済評論杜，1980年）．
Fried㎜a皿，Milt㎝，“TheRoleofMo口etaηPo1icy，”λ刎鮒肋〃Eω郷〃‘地砂オ伽，
　　Vol．58，Ma二rch1968，pp．1＿17．
　　　　，“A　Theoret1cal　F胴mework　for　Mo皿et町AI1alysls”，肋肋物1B〃〃ω
　　ρ／五ω勿o刎ξ6五硲ωκ免0ccσ血o伽互P吻μク，12．1971．
正Ienderson，James　M－and　Richard　E．Quandt，〃1葦o〃θω勉o刎売　丁伽oη，3rd　ed．，
　　McGraw・Hill，198α
Hiller，Brian，〃α〃03ω掘o〃あ3，Basi1Blackwell，1986．
Jorge鵬o口，DaIe　W．，“Capital　Theory　a皿d　Invest㎜ent　Behavior，”λ伽庇伽
　　肋o刎刎たRω加〃，VoL53，May1963，pp．247＿25乱
　　　　，“The　Theory　of　Imestme口t　Behavlor，”m　Robert　Ferber（ed），刀3妙舳一
　　刎械5φ1物四郷肋θ励B2肋〃oク，National　Bureau　of　Econo皿ic　Research，1967．
　　pp，129＿155．
Key鵬s，John　M。，τ肋G伽召〃丁肋oηガ亙肋伽刎2〃，肋柳械α〃〃b惚ツ，Mac－
　　mj1lan，1936（塩野谷赫一訳『雇周・利子および貨轄の一般理論』東洋経済新報杜，
　　1983年）．
Klein，Lawence，“Theories　of　E脆ctive　Demand　and　Employ固ent，”∫o〃刎1ψ
　　肋〃〃伽1万ω勉o刎ツ，▽o一。55，Apri11947，pp．108＿131．
小泉進・建元正弘『所得分析』岩波書店，1972年、
Layard，RR．αand　A．A－Walters，〃た伽ω勉o〃c〃ωη，McGraw－Hi11．1978（荒
　　憲治郎監訳『ミクロ経済学』創文社，ユ982年）．
Maτshall，A雌red，〃勅c桝2sげ及o〃㈱伽，8th　ed．，Mac血inan，1920（罵場啓之助
　　訳『経済学原理』I～W，棄洋経済新報社，1965～67年）、
Modig1iani，Franco，“Liquidity　Prefere口ce　and　The　TheoW　of　Interest　and　Mon・
　　ey，”亙ω〃o刎2肋ω，Vo1．12，Janu趾y1944，pp．45－88．
S旺ge】ユt，Tllol］ユas　J”〃6〃o召ω刎〃6丁肋oη，Academic　Press．1979．
Shefman，Howard工and　G虹y　R．Evans，〃ω榊2ω伽刎あ∫，Ha叩er＆Row，1984．
嶋村紘緯『ミクロ経済学』成文堂，1983年．
　　　　『入門経済学』申央経済杜，ユ989年．
吉川洋『マクロ経済学研究』東京大学出版会，1984年．
302
